





サーバ仮想化システム再構築業務
委託に係る公募型プロポーザル



















提出書類　様式集





様式第１号
　　年　　月　　日　


（宛先）前橋市長　　

所　 在　 地
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　

参　　加　　表　　明　　書

　サーバ仮想化システム再構築業務委託に係る公募型プロポーザルに参加することを表明します。
　なお、参加資格要件を満たしていること及び本申請書、添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

《連絡先》連絡先の担当者名は、実務担当者を含め複数名記入願います。
	担当者 
	ふりがな

	役職名 
	

	住　所 
	〒


	電　話 
	

	ＦＡＸ
	

	Eメール
	


 (
発行責任者及び担当者
・発行責任者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
・担　当　者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
)
様式第２号

類似業務受託実績書

	業務名
	実施期間
	契約の相手方
	業務内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



※１　本業務に類似する業務の受託実績（過去５年間）のうち、主なものに
　　ついて記載すること。
※２　官公庁との契約実績については、優先して記載すること。
※３　必要に応じて枠を編集してもよいが、１ページに収めて記載すること。

様式第４号

辞　　　退　　　届


　　年　　月　　日

（宛先）前橋市長　　


所　 在 　地
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　


サーバ仮想化システム再構築業務委託に係る公募型プロポーザルの参加を辞退します。

＜辞退理由＞






担当者連絡先
	氏　名
	

	役職名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ
Eメール
	


 (
発行責任者及び担当者
・発行責任者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
・担　当　者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
)




様式第５号

提案書

　サーバ仮想化システム再構築業務委託に係る公募型プロポーザルについて、次のとおり提案書を提出します。

[bookmark: OLE_LINK1]１　提出資料：提案書　正本１部、副本４部

２　添付書類：正本１部、副本４部
　（１）機能要件一覧
　（２）プロジェクト推進体制等報告書（様式第６号）
　（３）業務遂行体制図（様式第７号）
　（４）経費見積書（様式第８号）
　（５）見積詳細（様式自由）※可能な限り積算基礎等を詳細に記載すること。
　（６）誓約書（様式第９号）
（７）ハードウェア・ソフトウェア構成仕様書（様式自由）

　　　年　　　月　　　日
（あて先）前橋市長

提出者

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　


担当者名　　　　　　　　　　　　　　　

電　話　　　　　　　　　　　　　　　　

ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　

e-mail　　　　　　　　　　　　　　　　
 (
発行責任者及び担当者
・発行責任者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
・担　当　者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
)

様式第６号
プロジェクト推進体制等報告書

（１）プロジェクトリーダー
	役割
	プロジェクトリーダー
	企業名
	

	氏名
	
	職位
	

	ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
経験
	
	資格
	

	業務経歴等
	







（２）プロジェクトチーム
	役割
	企業名
	氏名
	職種・資格
	経験年数
	業務経歴等

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



（３）ISMS等の取得状況（取得番号も記載すること。）










様式第７号（本業務を受託した場合の業務遂行体制図について記述すること）

【業務遂行体制図】（様式自由）






































様式第８号
経費見積書

提出者
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

１　見積額
	No.
	分類
	見積額
（消費税及び地方消費税を除く）
	５年間（６０ヵ月）総額
（消費税及び地方消費税を除く）

	（１）
	サーバ仮想化システム再構築経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	

	（２）
	ハードウェア・
ソフトウェア調達経費
	　　　　　　　　　　　　　円（月額）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
ハードウェア・ソフトウェア調達経費（月額）×６０ヶ月

	（３）
	システム運用支援費
	　　　　　　　　　　　　　円（月額）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
システム運用支援費（月額）×６０ヶ月

	（４）
	個別ライセンス保守経費
	円（年額）
	円
個別ライセンス保守経費（年額）×４年分



２　見積詳細
　　別紙のとおり

３　ハードウェア・ソフトウェア構成仕様書
　　別紙のとおり

※１　見積額の算出については、実施要領記載の見積限度額や条件に十分留意すること。
※２　見積詳細については、（１）～（４）の各分類において、見積の積算基礎等を可能な限り詳細に記載したものを作成し、提出すること。（様式自由）
 (
発行責任者及び担当者
・発行責任者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
・担　当　者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
)





 
様式第９号
	
誓　　　約　　　書

　　年　　月　　日　

（宛先）前橋市長　

所　 在　 地
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　

　前橋市が実施するサーバ仮想化システム再構築業務委託に係る公募型プロポーザルの参加申請に当たって、次の事項を誓約します
記

１　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号に掲げる次の者のいずれにも該当しません。
　　(1) 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者
　　(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
　　(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる次の者
　　　ア　指定暴力団員
　　　イ　指定暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）
　　　ウ　法人その他の団体であって、指定暴力団員がその役員となっているもの
　　　エ　指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者（ウに該当する者を除く。）
２　前橋市暴力団排除条例（平成２３年前橋市条例第３８号）に規定する暴力団員等（暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者をいう。）ではありません。
３　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者ではありません。


 (
発行責任者及び担当者
・発行責任者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
・担　当　者：　　　　　　　　　　　（電話番号）
)
 
